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神戸市が実施 ＜神戸プロジェクト＞

認知機能と生活の質の変化を観察する

「基本チェックリスト」
対象の70歳代の市
民  (約8万人)

将来の介護リスクが
高いと思われる
回答者  (約5千人)

「認知症    
予防教室」

「認知症予防教室」参加
者の一部に追加の脳ト
レーニングなどを実施し、

効果を評価
  

「認知機能」と
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関する
現状調査

「認知機能」と
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追跡調査

要介護
リスクを
評価

「フレイルチェック」
 参加者のうち同意を

得られた方
(約5千人)

高齢化が世界規模で進む中、認知症も急速に増加しています。世界一の高齢社会の日本では、認知症患者数は450万人以上で、軽
度認知障害を含めると、800万人以上が認知機能の障害を抱えていると報告されています（2012年、厚生労働省）。
認知症の根本的な治療薬がない現在、少しでも認知機能の低下や認知症の重症化を遅らせるためには早期発見、早期介入の重要性
が注目されています。
また、認知症の増加に伴って増大し続ける社会負担（医療、介護、家族の負担）をいかに軽減していくのかが大きな課題になってい
ます。
具体的にどのように認知症を早期発見、早期介入していけば良いのか、それぞれの地域でどのように高齢者を支えて、社会負担を
軽減していけば良いのかについては、今後のエビデンスの強化が期待されているところです。
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研究概要

このような状況に鑑み、WHO神戸センターと神戸大学は、神戸市のご協力のもと、認知症の早期発見・早期介入をめざす「神戸モ
デル」構築をめざした3年間の共同研究「認知症の社会負担軽減に向けた神戸プロジェクト」を開始しました。神戸市が実施した高齢
者の生活状況アンケート「基本チェックリスト」と2017年度から始まったプログラム「フレイルチェック」で得られたデータを活用
し、認知症の社会負担を減らすための地域モデルの構築を目指します。
研究骨子
① 約8万人の70歳代の神戸市民を対象とした「基本チェックリスト」調査の解析（研究責任者：小島伸介）
② 「基本チェックリスト」回答者のうち認知機能低下を原因とした将来の介護リスクが高いと思われる約5000人に対する認知機能
と生活の質に関する追加調査の実施と解析（研究責任者：古和久朋）

③ 神戸市が2017年度から開始した「フレイルチェック」参加者のうち同意が得られた方（約5000人を想定）に対する認知機能と生
活の質に関する追加調査の実施と解析（研究責任者：山本泰司）

④ 神戸市が実施した「認知症予防教室」受講者のうち約100人に対する追加認知機能訓練の実施とその長期予後に関する評価(研究
責任者：前田潔)

背景・目的

高齢者のある時点における認知機能と、将来的な介護リスクの関係性を明らかにする。
認知機能低下を遅らせる効果的な介入方法に関するエビデンスを探索する。
認知症の早期発見、早期介入を実現する地域モデルを提示する。
日本国内のみならず世界に向けて政策オプションを提供する。

ポイント

2017年8月 研究開始
2017年11月～ 2020年6月 介入プログラム実施

2020年1月～ 2020年7月 データ解析
2020年7月 研究報告書　完成
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